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セミナー報告

１．�アジア／世界経済の中の中国

「 東アジアの奇跡 」（The East Asian 

Miracle）という報告書がある。1993年に
世界銀行から刊行されたもので、400ペー
ジのレポートだ。タイトルにある通り日本だけ
でなく、東アジア地域の中で高度成長す
る経済がたくさん生まれてきたという事実に
注目した報告書である。内容としては、典
型的には輸出型工業化によって成長し、
それを支える人材がそれぞれの新興国の
中に存在し、またマクロ経済も安定的に推
移しているといった要因が挙げられてい
る。このレポートは韓国、台湾、香港、タイ、
シンガポール等を議論の対象とした。ここ
で対象となっていなかったのが中国であ
る。

これは当時の経済規模をかんがみれ
ば、ありうる議論であった。東北アジア（日
中韓）に ASEAN10カ国を加えた、いわ

ゆる東アジア地域の経済規模（GDP）を
縦軸100とした時の分布を図1に示した。
1990年、日本のバブル絶頂期には、東ア
ジアの GDP の実に71％を日本一カ国で占
め、中国はわずか9％だった。IMF の予
測では2020年には中国が東アジア GDP
の58％を占める。2020年代を念頭に置く
ならば、アジア経済、ひいては世界経済を
語る上でも中国という要因を有機的に組
み込んだ形で議論しなければならない。

今年は改革開放40周年になる。2018
年3月に刊行した遠藤環・伊藤亜聖・大泉
啓一郎・後藤健太編（2018）で私は、過
去40年に生じたアジア経済と中国経済の
関係を次のように整理した。

まず1980年代は周囲のアジア諸国が
中国を変えた時代だった。典型的には、
鄧小平が1978年にシンガポールを訪問し
てリー・クアンユーに会い、ジュロン工業団
地を訪問し、シンガポール工業化の経験

を学ぶということがあった。日本にも来た。
当時、中国にはカラーブラウン管チューブ
をつくる工場がなかったので、松下幸之助
に、ぜひ中国大陸でカラーブラウン管テレ
ビ工場を建ててほしいという依頼をする一
幕があった。もう少し大きな文脈でいうと、
対外開放をし、経済特区を設置した。

次の1990年代、2000年代は、中国が経
済を開くにつれて、アジア経済に組み込ま
れていった時代だった。この間、中国と
ASEAN10カ国の間の貿易額で、爆発的
な伸びを見せた。機械製品、エレクトロニク
ス製品を中心とする部品のやり取りが、中
国とASEANの間で活発に起きた。いわゆ
る東アジア生産ネットワークというものがで
き、そのなかで中国、ASEANそれぞれの
役割ができ、中国脅威論もあったが、結果
的には共存共栄の時代を迎えた。

そして2010年以降は、中国経済が日本
経済の GDP 規模を超え、さらに各国で
中国との貿易額が伸びた。習近平体制に
なって以降には、典型的には「一帯一路」
と呼ばれる広域経済圏構想が提起される
中で、中国がむしろアジアを変え始める。
矢印の向きが変わってき始めた。経済学
の実証研究では、チャイナ・エフェクトとい
う議論がある。中国が国際貿易に参加し
始めたことによって、例えば ASEAN 地
域の輸出がどうなったか。ディビット・オウ
ターらの論文は、アメリカの地域の工業に
与えた影響に関する実証研究だ。中国か
らアメリカへの輸出、つまりアメリカの輸入
が激増したことにより、アメリカの特に中西
部地域において雇用が減少したという推
計結果を出した。目下の米中貿易摩擦の
議論、あるいはトランプ政権の対中政策の
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図1　東北アジア・東南アジアのGDP構成

（出所）IMF Economic Outlook, 2017
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背景にはこういった問題意識がある。
中国経済の高度成長、すなわち2桁成

長の時代は既に終わった。目下6％台の成
長だが、北京の経済学者と話すと、彼らに
は深い危機感がある。最大の問題は人口
の高齢化だ。2020年代後半、すなわち10
年後に生産年齢人口の急減がすでに確
定している。今生まれた子供が労働市場
に入る20年後までの生産年齢人口の推
定はかなり正確にできるので、次の10年で
どれだけ生産性を向上できるかが中国の
未来を決する、というような危機感がある。

この文脈でイノベーションが非常に重視
されて始めているということになる。中国が
イノベーションに関わる領域で、非常に存
在感を高めているということは、さまざまな
指標で計ることができる。もっとも単純な
データの一つとして、OECD が公表してい
る研究・開発支出額がある。国および地
域別に分けていて、急増しているのが中
国だ。2015年には EU28カ国の合計を超
えた。規模でいうとアメリカに次ぐ世界第2
位の研究開発支出額を誇る。このほか例
えば論文の出版数、国際特許出願件数
を見ても、概ねこうした傾向が出てくる。こ
れらの指標は、効率性がなかなか見えな
いため、お金を大量に投入しているだけで
はないかという議論があり得るし、実際に
補助金が特許の出願を加速させていると
いう分析もある。実際筆者らが行った企業
レベルデータの分析では、イノベーション
政策を享受した企業には特許出願数や
新製品開発数でのプラスの効果が確認さ
れたが、一部の政策には効果が確認され
なかった（Ito, Li and Wang, 2017）。

同時に、マーケットで評価される企業が
中国から大量に出現していることも、この
数年明らかになってきた。ユニコーン企業、
すなわち非上場であるにもかかわらず10億
ドル以上の企業価値を持つ会社の数を見
ると、2017年9月時点で全世界で214社の
うち107社がアメリカに集中している。ウー
バー、ウィーワーク、スペースエックス等、
名だたるテクノロジー企業が出ている。ア
メリカに次ぐのが中国の55社（当時）だ。
Didi（タクシーのライドシェア）、Xiaomi（ス
マートフォン、スマート家電）、DJI（ドロー
ン）、最近日本で宣伝しているTik Tokと
いうアプリを作っているToutiao（今日頭

条）などが出てきており、米中2カ国で世
界のユニコーン企業の75％を占める状況
が生まれている。

日本はこの当時はメルカリ1社で、現在
はプリファードワークというトヨタ等が投資し
ている画像認識系 AI スタートアップが10
億ドル以上の企業価値を持っている。最
新の8月のデータだと、中国は76社と1年
で19社増えている。日本としても、テクノロ
ジーを活用する新しいベンチャー企業を育
てていくことが日本経済のアップグレードに
つながるという問題意識があり、例えば安
倍首相が主宰する未来投資会議では最
近、日本の中でもユニコーン企業を2023
年までに20社育成することを政府の目標
の一つとして掲げ、進めているところだ。
そのサポートの現れとして、最近、大学発
のベンチャー、大学に紐付くベンチャーキャ
ピタルが増えている。

中国経済のマクロ的経済成長の減速
は明らかで、成長率が2桁に戻るようなこと
は基本的にありえない。6％から5％台に
徐々に落ちていくのは不可避だ。一方で、
ニューエコノミー、ベンチャー企業、スタート
アップの領域で、加速的な成長が生まれて
いる。13.8億人の経済大国・中国の中で
は、これが同時発生することは大いにありう
る。2017年度の日本の経済成長率はいま
1.7％のレベルだが、そういう国にもメルカリ
のような元気な会社が生まれている。13.8
億人、成長率6.7％の経済で、波に乗って
高い成長率を誇る企業が出てくるのは大
いにありうる。したがって、マクロの減速と

ニューエコノミーの加速は併存する、という
のが重要な示唆なのではないか。

2．加速する中国のイノベーション

具体的な事例を紹介する。昨年1年間、
在外研究で深圳大学に滞在した。なるべく
いろいろな会社を見て回り、いろいろなサー
ビスを使ってみた。そのなかで整理したの
が、①サプライチェーン型、②デジタルプラッ
トフォーム型、③社会実装型、④科学技術
型のイノベーションだ（伊藤、2018a）。

①サプライチェーン型
製造業周辺でのイノベーションである。

たくさんの領域でいろいろなケースがある
が、最もわかりやすい例がスマートフォン業
界だろう。表1は2017年の全世界のスマー
トフォン出荷台数トップ10のリストだ。網掛
け色を付けている6社が中国企業だ。ス
マートフォン市場全体の成長率が2.2％。
全世界76億人の中で、昨年の出荷台数
が15億台。スマートフォンの台数がこれか
ら急激に増えるということは確かにありえな
いが、その成長率2.2％のマーケットで2桁
成長をたたき出している企業はすべて中
国企業という状況になっている。

Oppo は既に日本市場にも入ってきてい
る。とりわけ東南アジア、新興国、アフリカ
も含め、かなりマーケットを獲得している。
米中貿易摩擦の一つの事例として出てく
るのが ZTEという会社だ。国有系の背
景を持つことがトランプ政権から問題視さ

表1　メーカー別スマートフォン出荷台数（百万台）

（出所）Counterpoint、2018年2月2日プレスリリース記事。Global Smartphone Shipments Reached Record 
1.55 Billion Units in CY2017

2016 2017 成長率
合　　　計 1517 1551 2.2%

サ ム ス ン 310 318 2.5%
ア ッ プ ル 215 216 0.3%
華 為 139 153 10.1%
O p p o 93 121 30.4%
v i v o 74 101 35.5%
小 米 62 96 56.1%
L G 55 56 1.6%
レノボ（ モトローラ含む ） 51 50 -2.0%
ZTE（nubia 含 む ） 60 45 -25.3%
ア ル カ テ ル 34 21 -39.3%
そ の 他 424 375 -11.6%
主要中国企業出荷台数 479 566 18.2%
主 要 中 国 企 業 シェア 31.5% 36.5% －
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れ、さらにイランへの機器輸出をしたのが
アメリカのルール違反ということで、クアルコ
ム社のチップをZTE が買うことができなく
なる、という話になった。実際には、手打
ちがあって発動されなかったが、ZTE はク
アルコムの半導体セットがないとスマート
フォンを作ることができない会社だった。こ
ういう会社も確かに中国には存在する。

一方で、例えば華為は自社の Mateシ
リーズ、Pシリーズの中の、Kirinというチッ
プが入っている半導体は、完全に内製だ。
それだけ既に、社内でコアの開発能力が
付いてきている。このように、スマートフォン
を製造し、それをマーケティングするような
サプライチェーンがあることは、スマートフォ
ン以降の端末、IoT 端末の開発につな
がっている。

私は「ポストスマホのハードウェアマー
ケット」と呼んでいるが、典型的にはドロー
ンがある。ドローンは飛ぶという事実に目が
行きがちだが、実際には、カメラで入って
きたデジタル信号を処理し、それを通信機
能で出す。当然、電池が必要で、自分が
今どの位置にいるのか GPS や気圧セン
サーを使って把握する。ドローンは「空飛
ぶスマホ」と呼ばれるほど、スマホと搭載
部品が近い。

このドローンマーケットで世界1位の会社
は、中国・深圳のDJIという会社だ。深圳は
当然ながら、スマートフォン組み立ての一
大拠点で、そういったところから生まれてく
る。そのほかにも、360度カメラがある。表と
裏に広角レンズがあって、2枚の写真を撮
る。上手くつなげると、どの方向も完全に撮
ることが可能だ。この360度カメラのマーケッ
トでは、Insta360という会社がある。1992年
生まれの起業家がつくった会社だ。他にも
いろいろな端末があり、基本的には、スマー
トフォンのサプライチェーンを使って成長し
てきている（深圳のエコシステムについては

（伊藤、2018b）を参照）。
DJI は創業者が汪滔（Frank Wang）

という人物で1980年生まれ。香港科技大
学で学び、深圳に戻ってきて創業した。シ
リコンバレーのセコイヤキャピタル、アクセル
パートナーズから出資を得て、現在では従
業員1万1000人を超えていると思うが、そ
ういう規模に急成長している。初めて DJI
の CM 動画を観たとき、その洗練さに驚

いた。汪滔はこのようなことを言っている。
「パワーポイントのみに頼って得られる富も
なく、また天から降ってくるハイテクもない。
卓越したものを追求するためには、苦しく
思索にふける無数の深夜を過ごし、72時
間連続で働く執着心が必要であり、また、
真相を大声でいう勇気が必要だ」。この
言葉を彼は、自社の中国語のホームペー
ジに掲載している。日本では、働き方改革
と言っている中で、72時間連続で働こうな
どと言ったら必ず炎上すると思うが、こうい
う企業が深圳にはあり、ヒーローの一人で
あり、この文章を読んで DJI に入るエンジ
ニアが数千人いるという事実がある。

もちろんロジックでいろいろな中国のベン
チャー企業の成長パターンは紹介できる
が、同時にスピリット、持っているメンタリ
ティ、企業を訪問したときの目つき、室内に
置いてある寝袋、こういった点も非常に重
要だと思う。

②デジタルプラットフォーム型
これがいちばん重要だ。典型的には、

BAT（百度／バイドゥ、アリババ、テンセン
ト）と呼ばれるような会社だ。もともとこれら
の会社は90年代末にインターネット産業の
中で成長してきた。すなわち、デスクトップ
パソコンの時代に創業した会社だ。2010
年代以降、PCを使ってインターネットにア
クセスする人よりも、スマートフォンを使って

アクセスする人の方が多くなり、そのスマー
トフォンで動くアプリ、システムを誰が抑える
かという競争が生じた。BAT はそれぞれ
著名なアプリを開発することに成功し、さら
なる企業価値をもたらしている。

このデジタルエコノミーと中国という掛け
算には非常に破壊力があることが指摘で
きる。デジタルエコノミーの一つの特徴は、
限界費用が非常に小さい。すなわち、顧
客が一人増えたときに追加的にかかるコス
トが低い。典型的には Facebook の従業
員は2.3万人以下、顧客は20億人いる。
さらに需要側でいうと、例えばメッセージア
プリを使う人が増えれば増えるほど、急激
に利便性が高まるという特徴もある。こうし
た要因が、世界最大のインターネット人口
を誇る中国マーケットにおいて生まれたとき
の破壊力は大きかった。

中国のインターネット人口は、2006年に1
億人程度だったが、2016年までに7億人に
増えた。10年間で6億人、毎年6000万人増
えている。すなわち、日本のインターネット人
口の合計が、10年間毎年増え続けるような
事態が生じた。中国にはインターネット人口
ボーナス（私は「デジタル人口ボーナス」と
呼んでいる）がある。経済成長率よりもユー
ザーの伸び率が高かった時期を、デジタル
人口ボーナスの時期と呼んでいる（図2）。
確かに、非常に高い伸びを2000年代末か
ら2010年代初頭にかけて達成している。

図2　中国の「デジタル人口ボーナス」とその終焉

（出所）インターネットユーザー数、経済成長率は『中国統計年鑑』 2017年版より、 固定電話および携帯契約件数は 
International Telecommunications Union International Telecommunications Union データより
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現状は既に、経済成長率よりもユーザー数
の伸びは落ちている。この事実をもって、例
えばバイドゥの李彦宏（ロビン・リー）社長
は、中国のデジタルボーナスの時期は終
わったと、はっきり言っている。日本の感覚か
らいうとまだ伸びているが、彼らに言わせると
「もう終わった」ので、中国では既存のユー
ザーを深掘りしていく、あるいはAIのような
新しい領域に踏み込んでいかねばならな
い、というような議論が起きている。

その深掘りの結果、生まれたともいえる
のが、スーパーアプリとも呼ばれるアプリの
登場だ。10億人のユーザーのメッセージ
だけでなく、消費活動の入り口を抑えるこ
とができる。最強の導線といえると思う。こ
れが中国国内にすでに出来上がっている
のがモバイルエコノミーの姿だ。

③社会実装型
モバイル決済が社会インフラになること

によって、さまざまな新しいサービスが雨後
の竹の子のごとく出てきている。モバイル
決済とは、誰からでも、どこからでも、無
人で代金回収ができることを意味してい
る。これができるとしたら皆さんは何をやる
だろう、というパズルを13.8億の人口の中
国で、皆が解き合っているのが現状だ。

その背景の一つは、インターネットユー
ザー数はこれ以上増えないので、既存の
ユーザーをいかに囲い込みにつなげていく
か、マーケットにつなげていくかということ
だ。典型的には、シェアサイクル、バッテリー
の貸し出しサービス、無人コンビニ、無人
駐車場、無人商品棚、無人レストランも出
てきている。中国に四半期ごとに行くと、
新しいビジネスが生まれては消え、というこ
とを繰り返している。

シェアサイクルについては、実際にビジ
ネスとして成り立ちうるのかまだ微妙だが、
日本にも入ってきている。ベルリンにもワシン
トンにもモバイクがあった。レストランの卓上
には充電器が置いてあり、これもQRコー
ドを読んで決済するシステムだ。こうしたさ
まざまな社会実装でオンラインとオフライン、
インターネット空間と現実社会を繋げていく
サービスがたくさん生まれてきている。

私はこのパターンを「社会実装型イノ
ベーション」と呼んでいる。日本国内では

「ソサイエティー5.0」という言葉があり、既

に閣議決定されている一つの政策だが、
新しい技術を社会に普及させていこうとい
う政府の方針がある。いろいろなプロジェク
トをやっているが、日本ではライドシェア、タ
クシーの配車アプリもあまり普及していない
し、Airbnb（エアビーアンドビー；遊休不
動産を貸し出すマッチングアプリ）は、いろ
いろな規制があって事実上マーケットが縮
小している。世界的にこうしたシェアリング
エコノミーが急速に普及している中で、む
しろ差が広がってしまっているのが日本の
現状だと思う。

④科学技術型
4つ目のパターンはよりハードな科学技術

研究に根差したパターンだ（時間の関係
で省略）。

3．台頭する都市、越境する企業

中国国内では、いろいろな地域がそれ
ぞれ、多少色合いの違うイノベーションの
エコシステムを形づくっている。北京には
中国最高峰の大学、金融機関があり、そ
こから投資を受けた起業家がたくさんい
る。上海は巨大なマーケットであり、金融
都市だ。杭州にはアリババのヘッドクォー
ターがあり、アリババの新しいサービス、新
しい事業形態がだいたいこの地域に投入
される非常に面白い地域になってきてい
る。深圳にはサプライチェーン、製造業の
拠点があり、さらに香港と隣接していること
が比較的開放的なムードをもたらしている。
インターネット企業 BAT でいうと、北京に
バイドゥ、杭州にアリババ、深圳にテンセン
トがあり、日本の東京一極集中のようなこと
は起きていない。北京は最も大事だが、
同時に、それぞれの地域に重要なイノベー
ション拠点ができている。

中国がイノベーションをするという新しい
現象が、さまざまな派生的な論点を連鎖的
にもたらしている。例えば、中国のイノベー
ションが起きている地域を具体的に研究す
る必要があるし、そうした企業が海外投資
をし始めているという現象もある。あるいは、
日本企業も含めた海外の企業にどのような
取り組みが可能なのかが、新しい課題と
なっている。目下の米中貿易摩擦も、多分
にテクノロジーの覇権を巡る競争だと見る

向きもある。AI、自動運転の領域では、両
国の綱引き、競争が激しくなってきている。

社会の面でいうと、中国のデジタルエコ
ノミーを中心とした仕組みが権威主義体制
とつながることで、どんな社会をもたらすの
か。典型的には、デジタルレーニン主義と
いう言葉がある。ドイツの政治学者が言っ
ていることだが、ビッグデータを押さえること
が、例えば中国共産党に可能になることに
よって言論統制をし、監視社会化している
のではないか、という議論もある。

海外進出の事例では、東京の電気量
販店に行くと最も売れている高級スマホの
一つが既に華為だ。品川駅に行くとDJI
が人材募集をしている。品川駅の海側に
はソニーのヘッドクォーター、キャノンの研
究所があって、そこからカメラ系のエンジ
ニアを引き抜こうということだ。実際、50人
ほど移った。コンビニに行くとアリペイ、
WeChat ペイが当たり前のように使える。
これは、基本的にはインバウンド対応だ。
中国人が日本に来たときに、もはや日本円
に両替をあまりしない。WeChat 上で越境
決済ができるようになってきている。山手線
の車両にはアズールレーンという中国製の
ゲームの広告がある。ゲームサウンドとい
えば日本に非常に競争力があったが、モ
バイルアプリの領域では日本のゲームにそ
れほど競争力はなく、このゲームは上海の
会社が開発し、知的財産も所有し、それ
を日本に展開するという実態になってきて
いる。

中国の対外投資に占めるIT 系企業の
比率を調べてみた。南アジアを含む中国
企業の対アジア投資では、その17％が
IT 系企業によるものだった。なかなか高
率だし、急激に伸びている。典型的には、
アリババが東南アジア最大の Eコマース
サイトのラザダを買収した案件が非常に大
きい規模になっている（伊藤、2018c）。

アリババは東南アジア、さらにアフリカも
加え、かなり積極的に投資している。マレー
シアではデジタル自由貿易特区というもの
が前政権時代にあった。マハティールが
登場して、高速鉄道のプランはなくなる方
針が固まっているが、マハティールは今月
北京を訪問し、その前に杭州を訪れ、アリ
ババ会長のジャック・マーと会った。事実
上、おそらく特区は維持されるだろうと私
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は思う。タイは、タイランド4.0という東部経
済回廊開発計画が現政権で立案されて
いるが、ジャック・マーはここにも食い込ん
で MOU を結 んでいる。今 月（8月）、
BRICS 会議が南アフリカのヨハネスブルク
であったが、BRICS 首脳会議の次の日に
ジャック・マーがアフリカに来ている。そこで
また、いろんなコネクションを作っているよう
だ。9月3日から中国・アフリカ協力フォーラ
ムが北京で始まる。中国と新興国との間
の協力関係が中国にとってさらに重要に
なってきている。その中身の一つに、こう
いったデジタル領域が入ってくると思う。

4．デジタル中国を体験してみる

このような新しい情勢に、日本企業を含
めた海外企業にどんな取り組みがあり得る
のか。例えば、私が昨年住んでいた深圳
の事例を紹介したい。深圳とヘルシンキ
が姉妹都市関係を結んでいるということが
あり、フィンランドのデザイナーを深圳に連
れてきて、マッチングし、事業を拡大しよう
という取り組みをやっている。また、ジェトロ
の韓国版 KOTRA が深圳オフィスを持っ
ていて、韓国のスタートアップを連れてきて、
深圳の企業とのマッチングをしている。

日本企業でいうと、製造業周辺で一歩
踏み込んだ開発、カスタム化、ということが
ある。例えば、SONY は前述の Oppoと
イメージセンサーのカスタム化開発をやって
いる。Oppo は既に世界第4位のスマホ
メーカーなので、彼らとの協力はあり得る
選択だ。それから、日本の複写機メーカー
は非常に強いが、複写機の中の部品は、
デスクトップ PC の時代の部品を前提に設
計されているものが今も多いという。しかし、
スマートフォンの部品を使って複写機を再
設計したらどうなるか、というプロジェクトが
あるそうだ。どこでそういった情報を収集
するかというと、深圳ということになる。

トヨタも含めた自動車系では、ますます
車がスマートフォン化している。ますます多
くのチップを導入し、例えば、フロントパネ
ルが iPad のようなものになり、そのパーツ
を誰に頼むかというと、当然、スマホ、タブ
レットを作っている人、深圳周辺の企業を
調査するということが起きる。

他の IT 系企業でいうと、投資の面で、

いちばん金額が突出しているのがソフトバ
ンクだ。先日、ソフトバンクにお邪魔して話
を伺った。中国だけでなく、日本企業にも
投資をし、AI、ロボットといった領域での
投資を加速させている。ソフトバンク以外
にも日系の IT 系企業が中国のトップ層の
ベンチャーキャピタルに5億円ずつ、計25
億円出資している。それらのベンチャーキャ
ピタルは当然、中国の有力なベンチャーの
情報を大量に持っている。シナジー効果
の高い企業が次のラウンドの出資を募る
情報があるときには、いち早く情報を得ると
いう取り組みがある。

商社もいろんなことを始めている。先日、
伊藤忠商事が中国の新興EVメーカーに
出資、という記事が出た。伊藤忠商事が中
国の2社に出資する。記事によると、伊藤忠
の深圳事務所が主導している。かつて、深
圳はただの組立の場だった。工場を建てる
ために投資をしていたのが、もはや自分で
研究開発してマーケティングができるベン
チャーが出てきた。技術もノウハウもかなり
ある。そこにお金を入れることでシナジー効
果が出る、という動きが広まってきている。

中小企業の領域でいうと、ジェトロ・イノ
ベーションプログラム（JIP）というものがあ
る。もともとはシリコンバレーでやっていたプ
ログラムで、日本の中小企業を海外に連
れて行っていたが、去年からJIP 深圳が
始まっている。

スタートアップの業界は、誰が成功する
かわからないので、コミュニティ、人と人と
のつながりで重要な情報がやり取りされ
る。深圳市の中でも南山区が非常に元気
いい。先日、南山区の区長が東京に来て、
渋谷区の区長と会った。そして、深圳を
決勝戦会とするスタートアップのコンペの
予選を渋谷でやるということになり、すでに
先週行われたという。これまでのような日本
と中国企業の間の分業関係ではない新し
いパターンが生まれている。前述の伊藤
忠商事が中国の新興 EVメーカーに出資
した事例も新しい。日本のスタートアップベ
ンチャー企業が中国に行き、ベンチャー
キャピタルの人たちにプレゼンするという。
そういう横のつながりができているのは、非
常に興味深い話だと思う。

大阪商工会議所がニューエコノミーの
領域で全世界とつながっていかねばならな

いという課題の下、その一環として、シリコン
バレーだけでなくいろいろな地域の大学、
投資家等とつながりを持ち始めた。その拠
点の一つ深圳が入っている。エクスポートと
いう枠組みを作って、グローバルのビジネス・
投資情報をベンチャー企業に提供し、拠点
を作りながら、視察だけでなくマッチングをや
ろうという動きが出てきている。ただ中国とつ
ながればいいという話でもなく、グローバル
のスタートアップムーブメントの中の一拠点と
して、シリコンバレー、ボストン、ベルリン、シン
ガポール、イスラエルという並びに深圳、中
国が入ってきた。10年前はあり得なかったと
思える状況が生まれている。

中国で生じていることを理解するうえで
は、実際に自分の手で、中国のデジタル
エコノミーに触れてみることをお勧めする。
例えば、アリババが提供しているEコマー
スサイト「アリエクスプレス」がある。どんな
ものがどのくらいで売れていて、誰が買っ
ているのかを見ることができる。このアプリ
はショッピングアプリとして昨年、世界1位
のダウンロード数を記録した。

Tik Tok は最近日本でもかなりテレビ
CMをやっているが、15秒程度の短い動
画をシェアするものだ。このアプリは、中国
の北京のスタートアップが作っていて、東
南アジアでも大人気、日本でもそうだ。一
度企業訪問したことがあるが、3000人ぐら
いいて、平均年齢はおそらく25歳と非常
に若い会社だ。AIを使って画像にいろい
ろな処理を施すことができる技術を持って
いる。このアプリは今年の第1四半期の
iOS（アップル）のダウンロードランキングで
世界1位だ。つまり、Facebookよりダウン
ロード数が多い。瞬間風速でいうと世界
最大のダウンロード数を誇るアプリが北京
生まれという状況だ。

＜質疑応答＞

Ｑ．デジタル人口ボーナスについて、日本
国内ではどうか。

Ａ．経済成長率よりもインターネットユー
ザー数が伸びるというのはほぼすべての
国で生じた。日本では堀江貴文氏がイン
ターネット業界だけが右肩上がりに伸びて
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いる、経済成長率よりずっと高いと、10年ほ
ど前に言っていた。インターネットは急激に
普及し、デジタル人口ボーナス自体はあっ
た。ただ、この波にモバイルという波が重
なったのがおそらく中国の特徴だ。日本でイ
ンターネットというとPCの前に向かって見る
もの、という印象があるが、中国は違う。普
通にスマートフォンがイメージされる。そうい
う時代の差はあったかと思う。また中国の
国内市場は非常に大きいので、ボーナスの
ボリュームが7億人というとんでもないマー
ケットが10年で立ち上がった。この破壊力
は強調してもし過ぎることはないくらいのイ
ンパクトがあったと思う。

Ｑ．技術が進めば進むほど格差が広がる
という懸念があると思う。ついて行けなかっ
た地域についてどう考えればよいか教えて
ほしい。

Ａ．ご指摘の通り、中国の有力ベンチャー
企業（10億人民元以上の企業価値）の立
地を見ると、特定の地域に集中している。
例えば、広東省の中でも深圳にはいい会
社がたくさんあるが、深圳と広州から一歩
外に出ると、注目企業は極端に少ない。浙
江省では56社のスタートアップ、企業価値
にして160億円ぐらいあるが、杭州に51社
が集中している。イノベーションの特性とし
て、地理的に集中するのは否定しがたい
事実だ。アメリカでも西海岸のベイエリア、
サンフランシスコからパロアルト、シリコンバ
レーのあたりに集中している。したがって、
デジタル化がもたらした富が格差の拡大
につながっているのではないかという議論
が、アメリカでもある。中国については評価
するのがまだ難しい状況だが、似たような
議論はあり得るかもしれない。ただ、モバイ
ル形態を使った決済の仕組みは地方都
市でもかなり進んでいるので、こうした新し
いサービスが普及すると、内陸でもサービ

ス産業の向上はあり得る。その両方を勘案
しながら検討する必要があるかと思う。現
状では、確かなことは言えないと思う。

Ｑ．特許数が圧倒的に深圳の南山区に
集中しているのはなぜか。深圳でイノベー
ションに触れあえる場所（できれば無料で）
を紹介してほしい。

Ａ．かつてのイメージでは、南側に九龍半
島と香港があって、そこから鉄道に乗ってく
ると羅湖が深圳の街、経済特区ができて
広がっていった場所の一つだ。ところが20
年、30年と経って行く中で、2000年代以降
は福田区が開発され、2010年代に南山区
が大規模な再開発を行った。現状では、南
山区に有力ベンチャー企業が大量にある。
テンセント、ZTE、DJIも南山区だ。南山区
にはソフトウェアパークがあって、新しい深
圳を見るべき場所だ。すぐ隣には深圳大学
があるので、私はよく歩いていたが、バイドゥ
の深圳ビル、アリババの深圳オフィスもある。
たくさんのベンチャーキャピタル、ベンチャー
企業が入っているビルもある。深圳では、ベ
ンチャー企業を訪問しようと思ってもほとん
どアポが取れない。むしろ街を見るのがポイ
ントだ。例えばソフトウェアパークとか、改革
開放博物館もショッピングモールも面白い。
新しいサービスがそこら中にある。無人カラ
オケボックス、無人レストラン、無人コンビニ、
自転車、シェアバッテリーなど、何でもある。
下手に企業を見るよりいいと思う。

Ｑ．イノベーションが発生するのは偶然的
要素（時の政府、人など）が大きいのか、必
然的要素（独自のメカニズムがたまたま地
域にマッチするなど）が大きいのか。

Ａ．イノベーションをどう加速できるかつい
ては、それぞれの時代で、求められるパ
ターンは変わってくる。1950年代、60年代、

70年代に必要だったことと、今必要なこと
はおそらく違う。今の技術的状況の最大
の特徴は、答えがないサービスがたくさん
あることだ。昔は、解像度の高いテレビ、き
れいに洗える洗濯機、安全な車など、ある
一定の尺度で製品の品質を連続的に図
ることができた。今のイノベーションは違う。
FacebookとInstagramがなぜ人気を集
め、なぜ人の心に刺さったのか、物差しで
は測れない。iPhoneですらそうだ。iPhone
が出たときには、こんな使い勝手の悪いも
のが売れるわけがない、という議論が多
かった。未だにiPhoneが売れた理由を説
明するのは難しいと思う。つまり、特定の尺
度で測れない、多様な答えがある時代であ
り、逆にいうと、それだけ地球全体が豊か
になったということだ。
　衣食足りて、物差しで測れるものはかな
り既に開発が終わっている。物差しで測
れない、今の消費者が想像もしていないも
の当たる可能性がある。そのイノベーショ
ンを進めるために必要なのは、投げる球の
数を増やすことだ。数がないと全然勝負に
ならない。中国は、一定の教育水準のあ
る大量の若者が最もいるタイミングで2010
年代を迎えた。たくさんの若者が創業して
いる。アメリカでもそうだが、この答えのない
時代、ITではなくIoTの時代になった時に、
どれだけたくさんの試行錯誤を許すことが
できるか、どれだけ失敗に寛容になれるか
が、ますます重要になってきていると思う。
　ベンチャーというのは基本的に十中
八九、失敗するものなので、むしろ、チャレン
ジをたくさんできるようなセイフティーネットを
つくることが大事になってきているのではな
いか。その文脈でいうと深圳は、若者の挑
戦を非常に奨励する風土もあるし、製造業
の周りには非常に使いやすい産業構造も
あり、こういった要因が重なって、かなりロジ
カルに説明できると思う。また別の時代に
は別の要因があると思っている。
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